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1．はじめに
　市場経済体制へ脱皮しつつある東欧諸国にあっては，その経営管理を近
代化し，生産性向上を図ることが時代の急務となっている。生産管理，品
質管理等経営管理の先進国である日本は，この動きに呼応して，東欧に経
営管理のノウハウを伝え，日本的経営管理の技術を移転することが強く期
待されている。
　1990年日月海部元総理大臣がヨーロッパ訪問に際して東欧への経済支援
プログラムを表明し，これを受けて，通産省がハンガリー・ポーランドに
関する技術協力支援事業として財団法人日本生産性本部を通じて『生産性
コンサルティング・ミヅショソ』を派遣することになったのは，一一ヒ記の動
きからして当然であると言えよう。
　このミッションは，コンサルタント1名，企業の経営幹部・専門職3な
いし4名で構成され，両国企業における生産管理，品質管理，マーケティ
ング，人材開発・育成等の経営管理に関するコンサルティング活動を行い，
同時に企業経営幹部を対象とする経営管理手法および生産性向上諸施策に
関するセミナーを実施しようとするものである。ミッション派遣は1990年
度に2回行われていずれも成功裏に終了し，1991年度には対象国を両国の
他にブルガリア，ルーマニア，チェコスロバキアにまで拡大（当初の計画
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にはユーゴスラビアも含まれていたが，同国の政情から除外された）して
継続された。
　筆者は，1990年度第2次ミッション派遣に先立つ事前調整ミッションに
おける専門家の一人として両国を訪問し，受入れ先機関（（財）日本生産性
本部のカウンター・パート）と打合わせの上，指導対象企業の候補を選定
してこれらを訪問し，工場現場の見学調査および経営管理者への面接調査
を行い，指導対象企業を選定して，コンサルティングおよびセミナーの具
体的日程を作成する作業に関与して来た。
　そこで，ここでは多照の経験と第1次・第2次ミッションの報告書とか
らハンガリー・ポーランド企業を素材として，東欧における経営管理の諸
問題を分析し，東欧諸国がその経営管理の近代化を図るためには何が必要
であるかを考察し，日本はそれに対して具体的にいかなる貢献が可能であ
るかを明らかにしたい。
　東欧諸国の経済事情をマクロレベルで分析し，その経済改革に何が必要
かを研究した例は数多く見られる。また，それらの研究には優れたものが
少なくない。しかしながら，個別企業（特に，製造業）の経営管理に踏み
込んでデータを収集・分析した研究は，それほど多くはないようである。
また，これらの研究での経営管理に対する言及も，日本の企業経営のノウ
ハウを役立たせるべきであるという指摘がせいぜいである。
　本研究にいささかの意味があるとすれば，その点においてである。
　なお，本研究はミッションの専門家諸氏ならびに（財）日本生産性本部の
関係者諸氏に依るところが大である。筆者は，ここでそれを明らかにし，
諸氏に対して深甚からの謝意を表明するものである。特に，国際コンサル
タントの佐瀬徹，土屋和夫，福田靖の各氏，訪問調査をともにした上田茂
氏に感謝申し上げる次第である。
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　2．訪問企業の概要
　まず，筆者の訪問した企業の概要とそこにおける経営管理者が抱いてい
る問題とを，筆者の調査メモと文献（常田・上田）を参考にして，述べるこ
とから始める。
　（1）　ハンガリーでの訪問調査企業
①　Hungarian　Optical　Works－Momfort
　a．企業概要：ハンガリーの代表的な国営大企業（従業員約6千人）で
　　あったが，1989年6工場が分離・独立した。　Hungarian　OPtical
　　Worksは持株会社としてグループの統括と輸出入を担当し，　Momfort
　　は精密測定器を製造している。
　b．業種：地理学用測定器，光学レンズ等の製造
　c．従業員：約1，500人
　d．売．ヒ高：約10億FtP／年
　e．経営管理者の考える問題点：製品が軍需産業に傾斜している。輸出
　　が減少している。ハード・カレンシーを稼げる体質になっていない。
　　西側市場への輸出を確保したい。西側市場での価格競争力はあるが，
　　十分ではない。投資，技術の両面からの支援，パートナーとしての参
　　画が欲しい。将来（もしかしたら来年）のことがわからない。
　（以下，a．～e．の記号の意味は①と面しとする）
②　Bakony　Works－Automotive　Electricity　Factory
　a．元は軍需工場として設立，現在は自動車用電気部品を製造している。
　　10工場・4，200人を擁し，年間約23億Ftの売上（全社）をもつ。訪問
　　工場はその一部。ワイアットと提携している。
　b．自動車用ワイパー・モーター，スパーク・プラグ等の製造
　c．約450人
　d．約2．7億IFt／年
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　e．将来は自動車部品を発展させつつも別の製品も手がけたい。組織の
　　分権化を試みたい。品質管理を導入する等総合的なコンサルティング
　　を受けたい。生産量を現在の2倍にしたい。部品生産と組立との同期
　　化を図りたい。
③Videoton　Automatik
　a．1988年分割するまではハンガリーの最大級企業（従業員約2万人）
　　で，リヒテンシュテインの投資家グループからの投資がある。
　b．ラインプリンター，NC機器等の製造
　c．約1，000人
　d．約30億Ft／年
　e．コメコンから脱却するための戦略を確立したい。新しい経営管理手
　　法を学びたい。
④Hodikot　Fasion　Knitwear
　a．100年以上の伝統があり，コメコン，西ヨーロッパに市場を持つ。
　b．Tシャツ，運動用服等の製造
　c．約2，600人
　d．約10億Ft／年
　e．工場が市内の3箇所に分散し，効率を低くしている。コメコン市場
　　への輸出が滅少している。注文に対して工程能力が不足している。管
　　理の方法が遅れている。
⑤Budaprint　Secotex
　a．ハンガリー最大規模の繊維企業である。工業省の重点育成産業のひ
　　とつで，西側の会計基準を取り入れるなど経営管理の近代化が進んで
　　いる。
　b．綿糸，綿織物（プリント布地）の製造
　c．約3，300人
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・d．約30億Ft／年
　e．労働者の質は西側と比較しても劣らないが，熟練工が不足している。
　　直間比率が悪く，組織の近代化が必要である。共同開発者と市場の拡
　　大が急務である。
⑥Sopiana　Machine　Factory
　a．1965年農業関連機械製造会社として発足，ハンガリーでは珍しい従
　　業員委託制2）の企業で，西側に売上の10％を輸出している。
　b．食品・薬品用自動梱包機械，化学・金属加工機械等の製造
　c．約640人
　d．約6億Ft／年
　e．生産管理に困難を感ずる。西側市場への対応のための組織近代化が
　　わからない。従業員を新しい市場へ対応できるよう躾ける必要がある。
　　市場開発と市場調査の方法を知りたい。外国にどうアクセスすべきか
　　わからない。企業戦略の確定を図りたい。西側市場に対応するにはま
　　だまだ技術力が劣る。
⑦Kaposvar　Electrical　Co．
　a．従業員約2万人の国営電機メーカーから1986年独立，自社開発とと
　　もにオランダ，ドイツからライセンスを供与され，西側に市場を持つ。
　　製品開発要員も自社内に持つ。
　b．フューズ，変圧器，配電盤，工作機械等の製造
　c．約1，200人
　d．約10億Ft／年
　e．流動資産が少なく，借入金が多い。完成品における収益率が低い。
　　組織改革が十分でない。設備が古く，人手を多く必要とする。原料の
　　供給が不安定である。品質が一定しない。良い原料が入りにくい。リ
　　ード・タイムが長い。ロヅト構成が複雑である。
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　（2）　ポーランドでの訪問調査企業
①　Syrena
　a．7つの部門（靴製造工場3，靴上部分製造工場2，なめし工場1，
　　ゴム製品製造工場1）からなる国営企業のひとつで，製品の8パーセ
　　ソトを輸出している。
　b．婦人靴の製造
　c．約2，300人
　d．約640億Z3）／年
　e．マーケティング戦略を確立したい。効率アップのたあの現場改善，
　　設備再レイアウトをしたい。企業資産の有効利用を図りたい。組織内
　　情報の流れを改善したい。
②　FSO
　a．ワイアットから技術導入しているポーランド右数の自動車企業であ
　　る。
　b．小型乗用車の製造
　c．約13，000人
　d．約6，900億Z／年
　e．自由市場経済へ向けて組織の分権化をどのように進めるべきか。各
　　工場が独立した場合の調整をどのように行うべきか。品質，価格，納
　　期を確保するために組織をどう対応させるべきか。JIT（just　in
　　time）等日本の事例はどのようになっているか。　T　Q　C（total　quality
　　control）をどう導入するか。ボトル・ネックとなっている組立ライン
　　をどう改善すべきか。少ない投資で最大の効果をあげる方法は何か。
　　下請と価格，供給等をどう調整すべきか。
③　POLFA
　a．16工場からなる国営製薬企業で，抗生物質の原末は米国へも輸出し
82
　　　　　　　　　　　　　　　　東欧における経営管理の近代化と日本の貢献
　　ている。
　b．抗生物質，インシュリン等の製造
　c．約2，900人
　d．約800億Z／年
　e．マーケティング戦略を構築したい。生産管理システムを確立したい。
　　資産を有効利用したい。ジ・イント・ベンチャーの相手を見つけたい。
　　工場排水を適切にしたい。保全要員を減らしたい。日本の人事管理の
　　方法を学びたい。
④　CBKK
　a．1945年工業省により設立された企業で，ポーランド火力発電所ボイ
　　ラーの約半数を設計する。水，燃料に関する各種実験も行う。製造・
　　設置は他社に委託している。
　b．ボイラーの設計
　c．約350人
　d．約20億Z／年
　e．競争原理に対応できる組織作りをいかに進めるべきか。従業員のモ
　　ラール向上をいかに図るか。国内外のパートナーをいかに探すか。税
　　の優遇を受け国営企業として研究・生産に従事して行くべきか，私営
　　企業として研究部門を切り捨てるべきか。
⑤　POLMO
　a．自動車部品工場として，東欧を対象に売上の約15％を輸出している
　　が，現在の主力製品がキャブレターであるため，フユエル・インジェ
　　クション・システムの製造技術導入を願っている。
　b，キャブレター，フユエル・ポンプ，ブレーキ用コンプレッサの製造
　c．約1，800人
　d．約220億Z／年
e．フユエル・インジェクション・システムを開発したい。パートナー
を見つけたい。品質管理，品質保証をいかに進めるべきかを知りたい。
　3．経営管理の問題点
　東欧企業の経営管理上の問題について，筆者はすでに別に論じたことが
ある（常田，p．35～57）。ここではそれとやや重複しつつ，以後の考察を加
えて改めて論ずることにする。
　さて，経営管理の問題と言うとき，それは企業の外部の問題と内部の問
題とに分けられるだろう。以下，それぞれについて考えてみる。
　（1）　企業の外部的な問題
　経営基盤がある程度しっかりしていなければ，たとえ近代的管理技術を
導入しても効果は期待できない。社会的基盤が整っていなければ，経済の
近代化はできないし，経営の近代化も望めない。
　そこで，経営管理の前提条件となるような，すなわち経営管理老にはそ
の直接的解決は不可能であるが，企業を運営して行く上で重要と考えるべ
き問題を列挙してみよう。
　①社会的，政治的状況の不安定
　両国とも，一時に比べれば政治的には安定している。しかし，治安を含
めた社会状況にはまだ不安が残る。経営管理者には如何ともしがたい問題
であるが，安定した経営管理を進めるためにはその解決が不可欠である。
　②債務負担の過大さ
　膨大な債務が経済全体を圧出し，それがまた企業経営に重くのしかかっ
ている。債務を返すためには経営を軌道に乗せなければならない，しかし
債務があるために経営が苦しいという困難に陥っている。
　③エネルギー事情の逼迫，石油の高価格
　両国とも石油資源がない。ポーランドは石炭資源に恵まれているが，ハ
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’ンガリーにはそれもない。かっては，ソ連からの1バレル18ドルという国
際価格を無視した石油供給があったが，現在では国際価格で購入するしか
ない。これは両国にとって過大な負担である。このような状況のもとでは，
特に製造業の経営が大変である。
　④インフラ・ストラクチャーの不整備
　経営管理を外から支えるインフラ・ストラクチャーの整備が遅れている。
たとえば，交通網，電話網の整備等である。
　⑤　金利の異常な高さ，不安定さ
　両国とも金利が非常に高い。特に，ボーランドでは筆者の訪問時貸出金
利が約36パーセント程度であった。普通の経営者ならぽ，それだけで経営
．意欲を喪失するだろう。その後，貸出金利は100パーセントを超えるまで
になったが，それでも借金経営に手を出し，ために自社を倒産させた経営
者が少なくないと聞く4）。
　⑥価格システムの混乱
　急速に社会主義経済から市場経済に移行しようとすれぽ，価格システム
が混乱することは当然であり，避け’ることはできない。このような状況の
中で堅実な経営を進めることの方が無理というものであろう。
　⑦高失業率の中での人手不足
　高失業率という実態の一方で，低賃金という現実のために，若年層を中
心に製造業離れが進行している。同時に，製造業は熟練工を失いつつある。
　⑧賃金L昇と生産性向一しとの無連動
　賃金がその企業の生産性とは無関係に決まってしまう仕組みになってい
る。当然，労働者側は自社の生産性，収益力に関係なく高い賃金を要求し
て来る。経営者側はその帰結する所を的確に説明する力がないから，要求
を呑みがちである。結果は，経営者側にも労働者側にも良いものになって
いない，
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　⑨コメコンの崩壊
　コメコン経済からの脱却ないしはその崩壊を両国民はこぞって喜んでい
るように見える。しかし，経営管理という立場から冷厳に見れば，単純に
喜ぶことはできない事実が浮かび上がって来る。市場調査も需要予測も製
品開発も必要なく，決められた通りに決められた通りの物を決められた数
量だけ生産すれば，どのような粗悪品でも必ず引取ってくれる，市場では
ないところの，場があるという経済体制は経営管理者にとっては実は楽な
システムなのである。
　筆者が訪問したある工場の製品倉庫には，コメコン向け，国内向け，西
ヨーロッパ向けの3種類の製品が保管されていた。それらは，同じデザイ
ンの，明らかに品質のみに3種類のランクをつけた製品であった。筆者は，
これからはコメコンに支配されることなく自由に活動できると微笑んだ経
営トップの顔が忘れられない。完全に自由になったとき（すでにこの時点
でそうなっているはずであるが），量的に最も多かったコメコン向けの製
品はどこへ行くのであろうか？　価格競争力と西側のアイデアを採入れて
デザイン的に優れたNIES製品が自由に国内に入って来たとき，国内市
場はどうなるのであろうか？　いずれの国であれ，国内市場を失った産業
は必ず滅びるという歴史的事実を彼らはどう考えているのだろうか？　筆
者には，それらの質問を発する勇気がなかった。
　（2）　企業の内部の問題
　企業は，それぞれ固有の問題をその内部に抱えている。
　筆者らは，訪問調査の際に企業の経営管理者にそれぞれの問題を指摘し
てもらった。さらに工場見学，経営管理者との討論の際に筆者ら自身いく
つかの間題を発見した。当然，コンサルティング・ミッションにおいても，
新たな多くの問題の発見があった。
　これらのかなり膨大なデータから両国企業に共通する経営管理の問題を
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抽出してみたい。ただし，いかに先進的な企業であっても必ず何らかの問
題が存在するという事実も忘れてはなるまい。優れた経営コンサルタント
ならば，たとえ日本の最先端の企業においてさえも必ず何らかの問題を発
見するに違いない。ここでそのような問題を抽出してみても，大して意味
・があるとは思えない。日本の平均的な企業と比較したとき，両国企業には
どのような経営管理上の問題が見いだされるかを，筆者なりに分析するこ
とにしたい。
　筆者は，筆者自身の調査メモ，事前ミッション報告書，および本ミッシ
ョン報告書より各企業の持つ具体的な問題点を抜書きすることから作業を
始めた。その結果，合計93の具体的な問題事項が得られた。
　ここでは，それら各企業に固有の個々の問題についての言及は一一切避け
ることにする。固有の問題についての興味はないし，あるものは企業秘密
に抵触する恐れもあるからである。前節において，各企業の経営管理者の
出した問題は採録しておいたが，筆者の感じた個々の問題については言及
しなかったのもその故による。
　つぎに，明らかにある企業にのみ存在し，他の企業にはないというよう
なあまりにも特殊な問題も除外してみた。その結果残ったものは，85個で
あった。このことは，両国の企業にはどこにも大体似たような問題が存在
し，ある企業にのみ特有な問題は少ないということを意味していると言え
よう。筆者が分析に際して，ハンガリーおよびポーランドの国別の特殊性
を無視したのはこの故である。
　次いで，これらを38の項目にまとめることができた。
　さらに，これらを整理してみると，以下のようになった。
　なお，両国企業の経営管理者の言う問題と，日本側専門家もしくは筆者
の考える問題とが，必ずしも一致したわけではなかったことを付記してお
く。彼らの語る問題はその企業にとって本質的な問題とは言えないのでは
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ないか，と筆者は感じたことがしぼしばであった。
　①機械設備の前近代性1
　とにかく機械設備が古い。中には50年以上経過した機械も見られた。こ
のような機械のメインテナンスは比較的よくなされているが，生産システ
ムとしては必ずしも有効に活きてはいない。レイアウトが適切でないため，
仕掛品・製品の流れが悪い。また，これらの古い機械群の中には時に最新
鋭の機械が混在し，それが能力過多のために遊んでいるという現象も見ら
れた。古い機械設備に問題があるのではなく，それらの生産システムの中
での使われ方の不適切さに問題があるのである。
　工場の建屋も古いが，それ自体は問題ではない。何階建てにもなってい
ることが多い所に問題がある。階数が多いため，工程が部屋毎，四丁に分
散されるという所謂ラボラトリー・タイプの工場が多く，1階で作って3
階で検査するという不合理な所もあった。平屋の工場でも運搬経路が不適
切なため，いたずらに長いものとなっている例が見られた。
　しかも，機械は不足もしくは旧式であるのに，工場の構造は製品の設計
仕様からすれぽ過分であるとコンサルタントに指摘された例もある（佐瀬・
中石他，p．8）。これは言いかえれば，不足しがちな資本を無駄に投資して
いることを意味する。経営管理がしっかりなされていれぽ，発生するはず
のない問題である。
　②経営組織の肥大化，硬直化
　組織が複雑・多階層であることが両国の企業にすべからく共通している
　組織を横方向に見ると，過度に細分化，専門化されていて，しかも仕事
が固定化している。ジョブ・ローテーションも見られない。そのため，部
門間の連携やコミュニケーションが悪い。マーケティング活動を全く前提
としていない研究開発が行われていたりする。
　製造現場の作業者も単能工のみである。そのくせ，製造ラインの管理
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者・監督者の責任と権限は曖昧である。組織開発，法規司書，安全衛生，
。診療所等生産に直接関係ない部門が多すぎ，それらに所属する人員も多す
ぎる。所謂直間比率が悪すぎるのである。直接作業者が38パーセントとい
う企業すらあった（佐瀬・田中他，p．11）。
　組織を縦方向に見ると，明らかに組織階層の数が多すぎる。管理者層な
いしはホワイトカラー層が多すぎ，組織構造が逆ピラミット型となってい
る。これらの層の人員は計画の仕事に従事していることになっているが，
政府その他への報告書作りが主体であって，真の意味での計画策定とはほ
ど遠い。上下のコミュニケーションも良好とは言えない。
　人員を減らしてし’・る企業は少なくないが，いずれも直接作業者であって，
管理的人員は減っていないのは何故であろうか？
　③人材開発・育成の遅れ
　本来，組織は巨大になれぽなるほど，高度の管理を必要とするはずであ
る。しかし，そのための能力，ノウハウを持つ人材に欠けている。
　従業員教育も皆無に近い。特に，中間管理者層の教育がなされていない
ため，その能力不足が目立つ。上位者の命令を単に伝達するだけ，あるい
は上層部の意向に理論的な粉飾を加えて下位者に受けいれさせるだけとい
う事：実すら指摘された（高橋・清水，p．3）。
　上層部には高い教育を受けた者（場合によっては，欧米の経営管理教育
を受けた者），能力のある者が多い。しかし，中間管理者層の能力開発を
おろそかにしていては，組織の革新も経営管理の近代化も望めない。
　製造現場で班長，リーダー等に位置づけられている人々は存在するが，
作業改善，品質改善，数量管理等その果たすべき役割を遂行しているよう
には見うけられない。そのような教育・訓練を受けていないのであろう。
　以上の結果は，非常に低い従業員モラールという問題に帰結している。
　④マーケティング能力・機能の不足ないしは欠如
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　コメコン体制のもとで，両国にはマーケティングという言葉すら最近ま
で存在しなかった。そこにおいては販売努力は全く必要なかったのである。
市場経済に移行するためにはそれが必要だとすべての経営管理者は言うが，
マーケティングの意味すら分明ではなく，実際に何をなすべきかもわかっ
ていないというところが実情のようである。　“Export　Marketing”とい
う言葉を口にし，日本画専門家にさかんに質問をして来たが，その意味す
るところは「得意先を紹介してくれないか」であったという事実すらある
（佐瀬・田中他，p．5）。
　西側に受入れられるような商品開発がなされていないばかりか，英語等
の西ヨーロッパ語で書かれた商品カタログや会社説明すら存在しない企業
も多い（土屋，P．23）。
　マーケティング意識の低さ，活動の貧弱さよりも，販売担当者の少ない
こと，そしてその企業内での地位が低いことの方が大きな問題であるに違
いない。
　⑤原価管理の遅れ
　総体としての原価の集計は一応なされているが，製品・工程・作業・ロ
ット別の原価集計はなされていない。これでは，原価管理には全く役立た
ない。
　そもそも国への会計報告はあるが，管理会計はその概念さえ存在しない
のである。たとえば，固定費，変動費，損益分岐点，付加価値等の用語も
両国では耳新しいことぽのようである。日本側専門家は限界利益の概念を
説明したが，経営者・管理直達が十分理解できたとは思えないと言う（佐
瀬・中石他，p．10）。
　財務会計データを表示する習慣がないため，資産項目別の会計データは
不備であるし，無論減価償却などなされているはずがない。
　以上の結果，原価低減へのとりくみが極めて甘くなっている。
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『⑥生産技術の欠如，工程管理の遅れ
　固有技術に遅れが見られることも事実であるが，生産技術（Production
Engineering）は全く欠如していると言ってよい。だから，最新の固有技
術を導入すれぽ生産性はすぐにも向上すると考える。既存の機械・設備を
有効に活用しようとする発想に欠けている。
　機械の稼働率も作業者の稼働率も低い。ただ低いだけならまだしも，筆
者は折角コンベア・ラインを導入していながら，ある部分の作業者は繁忙：
にすぎて必要な休憩が取れてなく，ある部分の作業者は暇で煙草を吸って
いるという現象すら観察した。
　収益性を考慮しない生産計画，材料・製品の在庫量と無関係な日程計画
が平気で立てられている。外注が活用されていない。機械のレイアウトが
前近代的である。作業方法が古臭い。作業標準マニュアルも整備されてい
ない。整理・整頓・清掃・清潔・躾の所謂5Sへの配慮が足りない。作業
環境が不安全，不衛生である（土屋，p．25～27）。
　つまり，生産システムが確立されていない。工程管理の遅れは明らかで
ある。
　⑦　品質管理の欠如
　品質管理の重要性は，どの企業でも一様に叫ばれている。しかし，両国
の企業にとっては，品質管理とは品質検査の意味であるらしい。ために，
筆者は何度かミス・コミュニケーションを起こしそうになったほどである。
　直接工は製品を作るだけ，検査工はそれを検査するだけである。これは
組織の過度な専門化にもよるが，本来の意味での品質管理の欠如によると
言う方が正しい。品質管理の基本である直接工による“品質の作込み”が
行われていないのである。その結果，どこでも不良率が高い。全数検査，
検査後の手直しも一般的である。
　品質向上を叫ぶスローガンは工場のあちこちに見られるが，品質管理に
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必要なデータや標語は掲示されてない。所謂“眼に見える管理”が行われ
でいない（土屋，P．24）。
　全従業員による品質管理手法の習得はまだまだ先のことであろう。
　⑧　経営管理データの不足，不整備
　経営管理はデータの上に成立する。これを否定する者はあるまい。
　国の統計が不備なため，経営の重要な指標となる産業別の労働統計，付
加価値生産性等のデータが全くないことは不幸なことである。
　それはそうであっても，企業の内部における経営管理のデータが完備し
ていないことは残念である。たとえば，先にも述べたように，製品・工
程・作業・ロット等の層別原価データが取られていない。だから，原価管
理が成立しないのである。品質データも検査結果として集計・蓄積されて
いるだけであって，品質管理に役立つ形にはなっていない。機械の稼働率
のデータがないから，工程の実態が把握できず，工程管理がなされていな
い。
　完壁な組織図を持っていて，組織構造についてはくわしく説明するのに，
企業内の情報の流れ図は見たことも作ったこともなく，注文から設計・製
造・納入に到る製品と情報の流れがどのようになっているか説明できない
経営管理者が多い。筆者が情報の流れ図を示し，本ミッションに対してこ
れを提供してほしいと要請したところ，それを見本にしで作成してみるか
らコピーを取らせてほしいと逆に要望されることがほとんどであった。
　データは，収集されただけでは経営管理にはならない。それによって企
業活動の実態を分析・把握し，その結果を再び活動にフィードバックする
のでなけれぽ，そしてまたいつでもそれを見る（それにアクセスする）こ
とが可能なように整備しておくのでなけれぽ，経営管理を行っているとは
言えないのである。
　ほとんどの企業のトップは，会計を金の出し入れ程度のことに考え，そ
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のデータを経営管理の分析に使おうとはしていない（佐瀬・中石他，P．18）。
　このような態度の問題だけではなく，データを分析・活用する技術が導
入されていないところにもつと大きい問題がある，と筆者は考える。
　活用技術の以前に，多くの経営管理（学）用語が存在しないことにも問
題がある。
　⑨　経営管理意識の欠如
　経営者・管理者がデータを活用しないというζとは，彼らに経営管理意
識が欠如しているということにほかならない。そもそも，経営管理とは
PDCA（Plan・dol　check，　action）のサイクルを回すことが基本である・
データを活用しないということは，PDCAのサイクルが成立していない
ということである。
　たしかに，計画は立てる。ただし，それは政府への報告書作りとしてで
ある。実際はいかなる計画もCAと結びついてはいない（何とかDとは結
びついているが）。計画通り行ったのだろうか，行かなかった原因は何な
のだろうか，計画を達成するためには何をなすべきなのだろうかの視点が
ない。管理意識の根本が欠如しているのである。
　計画経済のもとで，　（高いコスト＋希望利益）×安全率＝高い販売価格
という公式が通用したと土屋は指摘する（土屋，p．15）。これでは，経営管
理意識が育つはずがない。
　たとえぽ，原価の差異分析をするよう説得しても，物価がどんどん上が
っているから，そんなことをしても大して意味がないと言う（佐瀬・中石，
p．12）。管理サイクルをきちんと回すことの意味を意識・理解していれぽ，
そうは言わないだろう。
　組織の肥大を意識している経営管理者は多い。にもかかわらず，中間管
理者層に権限が委譲されていないのはなぜなのだろうか？　組織は，作る
だけでは機能しない。組織を生かすためには，人材育成が必要な：はずであ
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る。それを意識しないのだろうか？
　どの経営管理者も，現場に出ようとはしない。現場に出なくて現場の真
の実態がわかるはずがない。それでどう管理するのであろうか？　一方，
作業者は言われたことをするだけで，経営に参加していない（高橋・清水，
p．3）。下からの参加がない経営管理はありえない。また，モラールも向上
するわけがない。従業員の参加，モラールの向上を図ることは経営管理者
にとって重要な仕事のはずである。なぜ，それを意識しないのだろうか？
　さらに，どこへ行ってもよく見られた最新技術を導入することあるいは
ジョイント・ベンチャーの相手を見つけることで経営管理の近代化を図る
ことができるとの考えも，実は経営管理意識の欠如にほかならないことを
指摘しておこう。
　⑩問題意識の欠如
　討議の時，問題を指摘された経営管理者は，必ずと言っていいほど，そ
れは40年にわたる共産党支配が原因である，コメコン体制のせいである，
政府が悪い，自分以外の他部門に責任がある，等々と言って琿らなかった。
　問題は本来存在してはならないものである，問題のない状態が望ましい，
問題があれぽ上司から責任を追求されるに違いない，と考えているようで
ある。だから，自分には問題ぽないと考えたがっているようであるし，実
際「ない」と主張する。そして，彼自身の問題を指摘されたときには，そ
の原因は他者にあると主張する。
　問題を自分自身の中に発見しない例は，　「素材の品質変動が激しくて困
る」と語ったある経営管理者の言によっても明らかであろう。
　筆者には，彼らの意味する問題とは，非制御変数（uncontrolled　varia－
bles）と同義語であるかのように思われた。非制御変数は，制御変数
　（controllable　variables），目標（goa1）等とともに問題を構成する要素
のひとつにすぎないのに，非制御変数のみで語ることができる状況を問題
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だと言っているのである。
　であるから，評論はしても実践はしないという彼らの特徴が現れて来る
のである。理論に強く，実践に弱いという指摘（高橋・清水，P，3）も当然
である。
　実際，彼らはすべての問題を常に他部門，他社，社会，政治との関連で
表現する。一見，問題を広い視野から理論的にとらえているかのようであ
る。しかし，そのことは，問題を自分自身の責任範囲でどう解決するか，
すなわち自分自身の意思決定をいかになすべきかの視点は欠けているとい
うことを意味する。これでは，経営管理者としては失格である。筆者には，
彼らの思考においては経済と経営の概念が未分離なままなのではないかと
すら感じられたほどである。
　自分の問題は何であるかを正しく認識すれぽ現状を改善することができ
て生産性は必ず向上する，自分自身の問題を発見することは素晴らしいこ
とである，自分自身に関する問題を発見することこそが経営管理の第一歩
である，との認識は皆無のようである。
　福田らも「どの企業でも現状維持の体制に長く浸って来たためか，問題
を問題として感じる感覚が鈍ってしまっているようである」と指摘してい
る（福田・大森他，p．16）。
　ミッションの専門家は，わずか2目間程度の診断で生産効率を低くして
いる14の現象を発見し，「生産部門の殆どの人が，このような現象に問題
意識をもたないでいる」と指摘して，「日本人は問題があることを利益の
種，改善への励みというように積極的な見方をする……問題を正しく見る
よう，上も下も考え方を変え積極的に問題解決に取組むべきだ。結果は必
ず帰ってくる」とも指摘している（福田・大森他，p．18）。
　実は，このような問題意識の欠如こそが両国の経営管理における最大の
問題である，と筆者は考えるのである。前項に述べた管理意識の欠如も，
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そして品質管理・原価管理等々の遅れも，本質的には問題意識の欠如に由
来すると信ずるからである。
　4．経営管理の近代化
　前節では，ハンガリー・ポーランドにおける経営管理の問題点をやや辛
辣にすぎるまでに回りだしてみた。無論，それは問題を冷静に分析し，両
国の経営管理を近代化するためには何が必要なのかを考察するための前提
を得んがためであって，他意はない。
　そのような前提は充分得られたものと信ずる。今や，両国の経営管理の
近代化に必要な事項は，半ば明らかになったと言ってよい。それを逐次述
べていくことにしよう。
　（1）PDCAサイクルの確立
　筆者は，すべてに先んじてなすべきことは企業のすべての活動にP→D
→C→A→Pのサイクルを確立することであると考える。それが経営管理
の基本だからである。
　何をなすべきかを決定し，そq計画に基づいて実行し，実績と計画の差
異を分析し，必要な処置をとる。原価についても品質についても，それが
きちんと行われたとき，はじめて原価管理，品質管理がなされていると言
えるのである。また，組織のすべての部門でこれが行われるようにならな
ければ，その組織に経営管理が存在しているとは言えない。両国の組織に
は，形としてさえ，これが存在しないのである。まず，すべての管理的立
場にある人が，形として，態度として，その仕事においてPDCAサイク
ルを確立するよう努めるべきである。
　（2）会計制度の確立
　市場経済に耐える企業を作りあげるためには，会計制度を確立しなけれ
ばならない。きちんとした会計制度の上に乗ってPDCAサイクルを回さ
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なければならないからである。
　筆者の訪問した企業のトップには，エクゼキュティブ・ジャーゴンを駆
使して企業の未来について国の未来について熱弁をふるう人が少なからず
かた。これらの人々が，ジャーゴンを捨て，会計データに基づくことぽで
企業のヴィジョンを語るようになったとき，東欧に真に市場経済体制のも
とでの経営管理が確立されたと言いうるだろう。
　（3）マーケティング機能の確立
　計画経済にあっては，企業は計画された物を生産していればよかった。
市場経済体制にあっては，企業が自ら需要を発見し，製品として企画し，
それを自分自身の計画に基づいて生産して行かなければならない。
　そのためには，マーケティング機能を確立しなけれぽならない。企業の
中にマーケティングの機能も部門もこれまで存在しなかったのであるから，
これらの確立は急務である。
　（4）組織・人事管理の確立
　組織を見直し，市場経済体制の企業として本当に必要な部門・人員を冷
厳に割出し，現在の組織から部門も階層も削らなければならない。直間比
率の改善である（たとえば，土屋，p．20）。
　このことの重要性は，どの経営者も認識しているようである。しかし，
その作業には大幅な責任と権限の委譲が含まれているべきことを忘れては
ならない。同時に，教育・訓練も並行して行わなければならない。特に，
中間管理職を育成し，その能力を高めなければ，いかなる組織改革も実を
結ばないだろう。有能な中間管理職がいて，彼らが自ら経営管理上の意思
決定をできる権限を持っていれば，シンプルでフラットな組織が十分機能
するようになるだろう。
　同時に，的確な計画を策定できるスタッフを育成することも忘れてはな
らない（たとえば，佐瀬・中石他，p．20）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　97
　（5）近代的経営管理手法の導入
　上記のすべてを達成して，はじめて経営管理手法の導入が可能となる。
これを逆に考え，西側あるいは日本の進んだ手法を導入すれば，すべてが
うまく行くと考えている経営管理者が多い。大変な誤解である。社会的基
盤が確立されではじめて経営管理基盤が確立し，経営管理基盤がある程度
確立されではじめて経営管理手法が効果を発揮するのである。
　経営管理の手法は数多くあるが，まず最初に導入すべきは情報・データ
を分析するためのものである。目的に合ったデータを収集する態度を身に
つけるとともに，情報を収集し，層別化し，．分析するための手法を習得す
る必要がある。そうすれば，原価管理，マーケティング，品質管理，工程
管理等の具体的手法を導入することはもはや容易である。
　これと同時に，経営管理に関する両国語による用語を確定することが必
要である。たとえば，在庫という語は一種の財産のように考えられている
ふしがある。しかし，経営管理の用語としての在庫にはそのような意味は
ない。在庫はバッファー機能として適切に働くときには経営管理上有効で
あるが，同時に経営管理の欠陥を，すなわちPDCAサイクルのネック部
分を，覆い隠してしまう性質も持っている。もし，在庫の意味を正しく理
解していれぽ，あれほどの過大な在庫を持つことに対しては抵抗感が生ず
るに違いない。
　経営管理の用語を確定させるということは，経営学を経済学から独立さ
せて確立させるということでもある。
　（6）QCDを通じての改善
　日本側専門家は，「西側における自由競争はQ（quality），　C（cost），
D（delivery）で勝負がつく」と強調している（土屋，　p．34）。良い品質の
製品を，安いコストで，納期を守って供給することが必要との当然のそし
て本質的な謂いである。しかし，これらのごとは両国企業（の経営管理者）
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にとっては実に苦手なことでもある。
　OEM（相手先ブランドによる生産）を進めることによって，相手先の
QCDに対する厳しさを体験することが彼らには有効であるとの見解もあ
る（福田・大森他，p．17）。卓見である。
　経営管理手法のほとんどは，煎じ詰めれば，品質を向上し，原価を低減
し，納期を確保するための手法であると言ってよい。だからこそ，その導
入は重要である。しかし，それ以上に重要なことは，QCDを通じて全員
が自分の職場を改善しよう（自分の職場の問題を解決しよう）とする意欲
を持つようになることである。そしてそのためには，全員が問題意識をも
って自分の職場を見つめるようになることが必要である。
　（7）意識の改革
　結局，東欧の経営管理の近代化に必要な最も根本的なことは，経営管理
者を含めた働く人々全員の意識改革であると言えよう。
　具体的に言えば，管理（間接）部門は，支配する部門ではなく，生産
（直接）部門を支援するものであると考えること（土屋，p．19），在庫は悪
であるとみなすこと，自分の職場は自分で改善すべきであると考えること，
品質は作業者自身が直接作りだすべきものであると考えること，リーダー
は原価の低減に責任をもつべきだと考えること，等々である。
　このことはまた，すべての従業員が何らかの形で経営管理に参加すべき
であるという意識に切替えるべきことを意味する。たとえば，工場現場の
作業者は自らその職場のムリ，ムダ，ムラを発見し，除去することによっ
て生産管理の一翼をにない，自ら品質を改善して品質管理を進める，そし
てそのようなことによって経営管理に参加するのである。ミッションの専
門家達も，「経営への参加意欲としての小集団活動は最初取り組み難くて
も，個人として参加できる提案制度から出発は出来る。大部屋制度でなく
ても，オープンドア方式で誰でもディレクターを部屋に尋ねて話が出来る
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やりかたも出来る」と指摘している（佐瀬・田中他，p．15）。
　これは，民主的な経営管理への脱皮に向けて意識を変えることであると
言いかえてもよい。筆者は，一般労働者と経営管理老が別のトイレを使っ
ている現実に接し，驚き怒った。これを変革しなければ，経営管理の近代
化などあるはずがないと感じたのである。
　東欧の経営管理近代化には，企業家精神（アントレプレヌールシップ）
の確立が絶対に必要であるとする考えは，日本馬ミッションの専門家に共
通するものであると言ってよい。
　筆者は，真のアソトレプレヌールシップは民主的な経営管理の中にのみ
育つものであると信ずる。
　5．日本の貢献
　東欧の経営管理の近代化のために，日本としてはどのような貢献が可能
であろうか。我々にできうる手助けを考えてみたい。
　現在，東欧は経営管理の基盤を確立するために，また経営管理のノウハ
ウを取得するために，熱心にジョ．イント・ベンチャーとしてのパートナー
を求めている。もしも，日本の企業がパートナーとして進出するならぽ，
積極的に経営管理の指導をするだろう。しかし，東欧の熱心さとは逆に，
日本の企業の関心は極めて低い。自由競争の中にある企業としてはむしろ
当然である。どうずれば日本の企業に関心を抱かせることができるかと聞
かれて，筆者はQCDの確立されていない企業にジョイント，ベンチャー
のパートナーとしての関心を抱くことは日本の企業には決してありえない
ことだとしか答えられなかった。
　以下，筆者の考える可能な貢献を簡単に列挙する。
　（1）　日本の体験の紹介
　戦後の日本の経済的成功には世界が注目している。実際の成功があった
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から，ほんの数十年前には彼らの方が先進国であったにもかかわらず，今
は真剣に日本に学ぼうとしているのである。日本が経営管理の面でいかな
る体験をしたかを紹介することは，我々の義務であるのかも知れない。良
・い事例集と良い翻訳とが望まれる。
　（2）受入れ研修の開催
　すでに日本は，経営管理の技術を習得せしめるべく多くの国々から研修
生を受入れるプログラムを持っている（孫田・谷口他，第2章，第4章）。幸
い，ポーランドの経営管理者の中には英語を話す人が多い。その分だけ受
入れは容易である。一方，ハンガリーは元々オーストリア，ドイツの影響
下にあった国であるから，この点には問題が残る。
　いずれにしても，言語，習慣の壁をこえて研修生を暖かく迎え，効果的
に経営管理の考え方，手法を習得せしめる体制，カリキュラム，講師陣を
整備することが望まれる。
　（3）現地でのセミナー，研修の開催
　これらが大変効果的であることは，すでにハンガリー・ポーランドにお
いて実証済みである。特に，講師に現役のコンサルタント，経営管理実務
家を選ぶことにより，日本の体験を生の形で語ることができ，討議を通じ
て受講生の意識を改革することができる。
　（4）現地企業へのコンサルティング，モデル企業作り
　前述のコンサルティング・ミッションは非常に効果的であったが，1企
業に対して2～3日と期間が短かすぎた。これ以上の効果を望むならば，
期間を大幅に増やす必要がある。
　さらに，単に1企業当たりのコンサルティング期間を延ばすだけではな
く，モデル企業を設定し，このモデル企業に対してかなり徹底的なコンサ
ルティングを行い，実際に効果があったことを企業の内外に示す必要があ
るだろう。
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　このモデル企業には，単なる診断・勧告だけのコンサルティングではな
く，ある経営管理手法（たとえぽ，全社的品質管理）を導入・定着せしめ
る指導を行う。その実践の過程で，たとえぽ日本的な集団主義に基づくQ
Cサークルのようなものには拒絶反応が起こるかも知れない。それを見て，
新しく東欧流の品質管理を東欧側経営管理者と日本側専門家とで開発して
行く。それによって，その手法が企業の内部に根づくと同時に，専門家と
しての経営管理者が育成される。そうすると，このモデル企業内の経営管
理者が今度は自ら指導老となって他の企業を指導するようになり，効果の
輪が広がって行くはずである。
　この方法は，すでにシンガポールなどで実証されている（孫田・谷口他，
第4章）。
　佐瀬らは，ポーランドでこの方法を成功させるための条件として，　「デ
ィレクターが生産性向上に積極的であること。ワーカーズ・カウンシル5）
がまだ存続するならぽ，このメンバー全員がその目的に賛成で協力を惜し
まないこと。さらに労働組合，株主を含めた広い理解が得られること」を
挙げている（佐瀬・中石他，p．24）。
　（5）経営管理近代化運動の体制作り
　企業の経営管理の近代化は，その企業の自助努力によるべきことは申す
までもない。しかし，それには限界がある。社会ないしは国家的な運動が
この限界を突きやぶる。たとえば，日本では（財）日本生産性本部が推進機
関となって生産性向上運動を進め，成功をおさめた。東欧においても，こ
のような機関の設置が望まれる。
　この機関は，経営管理（の近代化）に必要な全国的統計データの収集も
行うべきである。そして，この機関が核となり，前項のモデル企業および
その経営管理者がシンパサイザーとなって，生産性運動に類するものを国
を挙げて進めるならば，かならずやその経営管理は近代化するだろう。機
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関の設置には日本の（たとえば，（財）日本生産性本部の）援助が絶対的に
必要である。さらに，もし日本が援助して，すべての東欧諸国にこのよう
な機関を設置し，それらを横に繋ぐことができるならぽ，東欧の経営管理
．は飛躍的に発展するに違いない。
　このような機関の設置と運動を東欧のみならず旧ソ胸内の国々で，さら
には世界的な規模で展開して行くことは，望ましい日本の技術援助の新し
い形態となりうるだろう。
　6．おわりに
　以上，ハンガリーとポーランドを中心に東欧における企業実態を分析し，
その経営管理の諸問題を明らかにし，経営管理を近代化するためには経営
管理者自身どのようなことをする必要があるのか，日本はそれをどう援助
することができるのかを考察してみた。
　当初，筆者は東欧の門門管理の近代化のために，日本の経営管理技術の
うちどのようなものをどのようにして移転・移植せしめるべきかを研究す
るつもりであった。しかし，たとえばQCサークルのように日本の経営管
理風土（と言うより，日本の社会風土）に特有なものを除けば，日本で活
用されている技術の多くはほぼそのまま東欧の経営管理にも適用できるこ
とが次第にわかって来た。技術そのものの移転の可能性よりも，東欧の経
営管理にどのような問題があり，それに対して東欧の経営管理者自身は何
をどのようになすべきかを分析することの方が重要であるように思われて
来た。また，個々の企業の特殊性をこえて，すべての企業にほぼ共通する
問題が存在することも明らかになって来た。
　この小論では，そのような考えに従って考察を展開した。その結果，東
欧の企業に共通する経営管理の問題は何であるのか，東欧の経営管理者は
それに対して何をなすべきかはほぼ解明できたつもりである。それにより，
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また我々は彼らにどのような手助けができるのか，何をなすべきかも自然
と明らかになったと思う。
　筆老は，この研究を通じて，東欧の経営管理老の多くは自己の問題を正
しく認識・把握する態度と能力に欠けていることを痛感するようになった
それで，そのような態度に変容を迫り，問題の認識・把握能力を開発する
方法を伝えるべきだと考えるようになった。
　藩老のそのような考察の以前に，ミッションの専門家達はすでにそのこ
とを実行している。まず，問題意識を持つことの大切さを強調し，説得し
ている。そして，日本や欧米で数多くの問題解決技法が開発されているが
そのいくつかを紹介し，支持をえている（たとえば，福田・大森他，p．16）。
　自己の職場にどのような問題があるかを明らかにし，問題を正しく認
識・把握するためには，態度として問題意識を持つことがまず重要であろ
うが，次には状況を分析して問題の構造を明らかにし，問題を定式化する
ための正しい手順・手続きを身につけることが，問題解決技法を習得する
ことの以前に，必要であると筆者は考える。
　そのための新しい技法を開発し，移植することは，筆者の次の課題とし
たい。
　最後に，筆者はハンガリー・ポーランド両国における生活上の余裕と歴
史的遺産の豊富さとを指摘せずにはいられない。あの闘争の激しかった時
期に連帯の指導者の中に夏期休暇をとった者がいると聞く4）。博物館の遺
品，美術館の絵画，そして古い街並みの情景に圧倒される思いと不思議な
安らぎとを覚える。
　生活の基盤としてどちらを選ぶかと聞かれれば，筆者は躊躇なく彼の地
と答える。
　1，2年前にはよく牛肉を求める行列が東欧の目常風景として語られて
いた。しかし，ポーランド人の食肉消費量は日本人の2倍であるという統
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計的事実（伴他，p．91）を語ることは大抵忘れられている。当時ポーランド
では食肉が統制価格で安く抑えられていたから，行列を作っても買えたの
である。そして，日本では牛肉が高すぎて，行列ができるほどには買えな
いというだけの話である。
　ひとたび経営管理を離れて見ると，日本よりもはるかにゆたかな東欧の
姿が浮かぶ。学ぶべきはむしろ我々の方なのである。
　何を学ぶべきなのか。これも，筆者の次の課題としたい。
付記　この研究は，早稲田大学特定課題研究助成費（91A－105）を受けてなさ
　　れたものである。
注）
1）ハンガリーの貨幣単位（フォリント）で，1US＄＝約70　Ft（1992年1月現在）。
2）従業員から選出された代表が会社の基本的ルール（社長の選出，役員の選出，
　役員会への経営責任の付与等）を決める制度。
3）ポーランドの貨幣単位（ズナーチ）で，1US＄＝約9，500　Z（1992年1月現
　在）。
4）長野大学教授表秀孝氏による。筆者は，氏からこれらの他にも数多くの有益
　な御教示を頂いた。ここにそれを記して，深く感謝申し上げる次第である。
5）Workers　Counci1（労働協議会）。各部門から代表が選出される協議会で，
　日本の労働組合に近いが，選出母体に管理者も含まれる点が異なる。
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